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平成１８年度診療報酬改定関連通知の一部訂正について

「診療報酬の算定方法の制定等に伴う実施上の留意事項について」（平成18年３月６日保医発第

0306001号）、「「診療報酬請求書等の記載要領等について」の改正について」（平成18年３月30

日保医発第0330006号）及び「「老人訪問看護療養費・訪問看護療養費請求書等の記載要領につい

て」の全部改正について」（平成18年３月30日保医発第0330008号）について、それぞれ別紙１か

ら別紙３までのとおり訂正するので、その取り扱いに遺漏のないよう関係者に対し、周知徹底を図

られたい。



（別紙１）

診療報酬の算定方法の制定等に伴う実施上の留意事項について

別添２

歯科診療報酬点数表に関する事項

第２章 特掲診療料

第１部 医学管理等

Ｂ００４－８ 歯科疾患継続指導料

（11）歯科疾患継続指導料の算定期間中に、区分番号Ｂ００１－２に掲げる歯科衛生実地指導

料、区分番号Ｂ００９に掲げる診療情報提供料(Ⅰ)、区分番号Ｄ００２に掲げる歯周組織

検査の１歯周基本検査、区分番号Ｉ００３に掲げる初期齲蝕小窩裂溝填塞処置、区分番号

Ｉ０１１歯周基本治療の１スケーリング、区分番号Ｍ０３６に掲げる有床義歯調整料を併

せて行った場合においては、各区分の要件に準じて実施すること。各区分の特掲診療料を

算定した場合においては、診療報酬明細書の所定の欄に実施した区分名を記載すること。

なお、区分番号Ｉ０１１に掲げる歯周基本治療の「１ スケーリング」及び区分番号Ｉ０

０３に掲げる初期齲蝕小窩裂溝填塞処置を算定する場合においては、実施年月日、算定対

象となった歯の部位を併せて診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。

（12）歯科疾患継続指導料の初回以外の算定時においては、診療報酬明細書の摘要欄に、前回

及び歯科疾患継続指導料とあわせて行った特掲診療の内歯科疾患継続指導料の算定年月日

を記載すること。容

第３部 検査

第１節 検査料

Ｄ００２－４ 歯科疾患継続管理診断料

診療録及び 区分番号Ｂ０００－３に掲げ（11）算定に当たっては、 診療報酬明細書の摘要欄に

、区分番号Ｂ０００－３に掲げる歯科疾患総合指る歯科疾患総合指導料を算定した年月日

導料の「注１」に規定する治療計画に基づく一連の治療が終了した年月日を記載すること。

第８部 処置

第１節 処置料

Ｉ０００ 齲蝕処置

（5） 齲蝕処置を算定する場合においては、算定部位ごとに、算定理由・使用した保険医療材

料名及び処置内容等を診療録 に記載すること。及び診療報酬明細書の摘要欄

Ｉ０００－２ 咬合調整

咬合緊密である患者の義歯を製作するに当たり、鉤歯と鉤歯の対合歯をレスト製作のため(3)

に削除した場合は、歯数に応じて１回に限り 所定点数により算定する。１回に限り

（5） 歯周組織に咬合性外傷を起こしているとき、過高部の削除に止まらず、食物の流れを改

善し歯周組織への為害作用を極力阻止するため歯冠形態の修正を行った場合、又は舌、頬

粘膜の咬傷を起こすような場合に、歯冠形態修正（単なる歯牙削合を除く）を行った場合

は、所定点数を１回に限り算定する。なお、歯冠形態の修正を行った場合は診療録に修正

前の歯の状態、歯冠形態の修正が必要である理由、歯冠形態の修正箇所、修正後の形態を



記載し、診療報酬明細書の摘要欄に歯冠形態の修正を行った歯の部位 を記載及び修正理由

した場合に１回に限り算定する。

Ｉ００５ 抜髄

(4) 区分番号Ｉ００１に掲げる歯髄覆罩の「１ 直接歯髄覆罩」を行った場合は直接歯髄覆

罩を行って１月以上の経過観察を行うものであるが、やむを得ず早期に抜髄を実施した場

なお、減算を行う場合には診療報合は、「注１」により所定点数から減算して算定する。

酬明細書の摘要欄に直接歯髄覆罩を行なった歯の部位及び日付を記載すること。

第９部 手術

第１節 手術料

Ｊ０１３ 口腔内消炎手術

(4) 算定に際しては、消炎手術を実施した部位、症状、術式、切開線の長さ等を診療録に記

すること。し、診療報酬明細書の摘要欄に消炎手術を実施した部位を記載した場合に限載

り算定できる。

Ｊ０６４ 歯肉歯槽粘膜形成手術

(9) 実施にあたっては、診療録に手術目的、症状、手術部位、手術術式、手術経過等を記載

とともに、診療報酬明細書の摘要欄に手術部位、手術目的、手術実施年月日を記載すする

こと。る

第１２部 歯冠修復及び欠損補綴

第１節 歯冠修復及び欠損補綴診療料

Ｍ０００ 補綴時診断料

(6) 補綴時診断料を算定した後、再度、補綴時診断料を算定すべき診断が必要となり診断を

行った場合にあっては、新たな病名、症状、検査結果、治療内容、製作する義歯の設計、

治療期間等を記載した治療計画書を作成し、患者に対して新たな治療計画書に基づき説明

をした上で、文書により提供を行うものとする。提供した文書の写しについては診療録に

とともに、診療報酬明細書の摘要欄に再度の診断を行った年月日及び理由を記載添付する

こと。なお、当該診断の費用は第1回目の診断の費用に含まれ別に算定できない。する

Ｍ００２ 支台築造

診療録及び診療報酬明細書の摘要欄(5) メタルコアによる支台築造物を再装着した場合は、

装着の費にメタルコアを再装着した歯の部位、再装着した年月日を記載した場合に限り、

用として区分番号Ｍ００５に掲げる装着の「１のロ その他」及び装着に係る保険医療材

料料を算定することができる。



（別紙２）

「診療報酬請求書等の記載要領等について」の改正について

別紙１

診療報酬請求書等の記載要領

Ⅱ 診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領

第１ 診療報酬請求書（医科・歯科、入院・入院外併用）に関する事項（様式第１（１））

７ 「医療保険」欄について

(1) 医療保険と公費負担医療の併用の者に係る明細書のうち医療保険に係る分及び医療保険単

独の者に係る明細書について記載することとし、医療保険単独の者に係る分については医療

保険制度ごとに記載すること。

なお、「区分」欄の法別番号及び制度の略称は、別添３「法別番号及び制度の略称表」に

示すとおりであること。

また、 在宅末期医療総合診療料届出保険医療在宅時医学総合管理料届出保険医療機関及び

機関にあっては、以下の方法により、70歳以上（70歳に達する日の属する月の翌月以後であ

る場合をいう。）の被保険者又は被扶養者（老人医療受給対象者を除く。以下「高齢受給

者」という。）に係る診療報酬明細書のうち「 在宅末期医療総合在宅時医学総合管理料又は

診療料を算定した診療報酬明細書」及び「その他の診療報酬明細書」のそれぞれについて、

請求点数等が分かる方法により請求を行うこと。

ア 「高齢受給者について 在宅末期医療総合診療料を算定した診在宅時医学総合管理料又は

療報酬明細書」と「その他の診療報酬明細書」のそれぞれについて診療報酬請求書を作成

する。

イ 診療報酬請求書を取り繕い、「高齢受給者について 在宅末期在宅時医学総合管理料又は

医療総合診療料を算定した診療報酬明細書」と「その他の診療報酬明細書」をそれぞれ別

の欄に記載する。

第３ 診療報酬明細書の記載要領（様式第２）

２ 診療報酬明細書の記載要領に関する事項

（22）「初診」欄について

ウ 電子化加算を算定した場合は、初診料と当該加算を加算した合計点数を記載し、「摘

要」欄に 電 と表示すること。

（30）「画像診断」欄について

コ コンピューター断層撮影及び磁気共鳴コンピューター断層撮影を同一月に行った場合

また、別の保険医療機関と共は、それぞれ初回の実施日を「摘要」欄に記載すること。

同でＣＴ又はＭＲＩを利用している保険医療機関が、当該機器を利用してコンピュータ

ー断層撮影を算定した場合は、「摘要」欄に 画診共同 と表示すること。

シ 画像処理加算を算定した場合は、当該加算を加算した点数を記載し、「摘要」欄に、



画処 と表示すること。

（32） 「入院」欄について

ア 病院・診療所別の該当する文字を○で囲み、入院基本料について、該当する入院基本

料の種類別を病院・診療所別欄の下の空欄（以下「入院基本料種別欄」という。）に次

に掲げる略号を用いて記載すること。なお、入院基本料種別欄に書ききれない場合は

「摘要」欄に記載し、また、電子計算機で該当する文字のみを印字する場合は、様式の

区分、配字等を変更することとして差し支えないこと。

一般７、一般１０、一般１３、一般１５（一般病棟入院基本料）、一般特別（一般病

棟入院基本料の特別入院基本料）、療１、療２（療養病棟入院基本料１）、療特１、

療特２（療養病棟入院基本料１の特別入院基本料）、療Ａ、療Ｂ、療Ｃ、療Ｄ、療Ｅ

（療養病棟入院基本料２）、療特（療養病棟入院基本料２の特別入院基本料）、結７、

結１０、結１３、結１５、結１８、結２０（結核病棟入院基本料）、結特（結核病棟

入院基本料の特別入院基本料）、精１０、精１５、精１８、精２０（精神病棟入院基

本料）、精特（精神病棟入院基本料の特別入院基本料）、特一７、特一１０（特定機

能病院入院基本料の一般病棟）、特結７、特結１０、特結１３、特結１５（特定機能

病院入院基本料の結核病棟）、特精７、特精１０、特精１５（特定機能病院入院基本

料の精神病棟）、専７、専１０、専１３（専門病院入院基本料）、障１０、障１３、

障１５（障害者施設等入院基本料）、診１、診２（有床診療所入院基本料）、診療１

（有床診療所療養病床入院基本料１）、診療１特（有床診療所療養病床入院基本料１

の特別入院基本料）、診療Ａ、診療Ｂ、診療Ｃ、診療Ｄ、診療Ｅ（有床診療所療養病

床入院基本料２）、診療２特（有床診療所療養病床入院基本料２の特別入院基本料）、

一般経過、結核経過、精神経過、障害経過（「基本診療料の施設基準等及びその届出

に関する手続きの取扱いについて」（平成18年３月６日保医発第0306002号）第４の６

に該当する場合）

キ 特定入院料、療養病棟入院基本料又は診療所療養病床入院基本料（以下カ においてキ

「特定入院料等」という。）を算定している患者について、専門的な診療が必要となり、

他医療機関において「診療報酬の算定方法の制定等に伴う実施上の留意事項について」

別添１第１章第２部５の(3)のアからケまでに規定する診療を行った場合は、入院医療

機関においては、行を改めて減額された特定入院料等の所定点数、算定日数及び合計点

数を記載すること。また、他医療機関においては、「摘要」欄に「当該患者の算定する

特定入院料等」、「診療科」及び「 他 （受診日数：○日）」と記載すること。

コ 定数超過入院に該当する保険医療機関にあっては、当該入院基本料の１日当たり点数

（療養病棟入院基本料及び有床診療所療養病床入院基本料の場合は所定点数から所定点

数に１００分の１０ を乗じて得た点数を控除した点数、それ以外の入院基本料の場９０

合は所定点数から所定点数に１００分の２０ を乗じて得た点数を控除した点数）、８０

日数及び合計点数を記載し、「摘要」欄に 超過 と表示すること。

（34） 老人医療における「入院」欄について

及次に掲げるものを除き、(32)と同様であること。この場合において、(32)のア、カ、

コ及びサ中「療１、療２）」とあるのは「老療１、老療２」と、「療特１、療特２」とび

あるのは「老療特１、老療特２」と、「診療１」とあるのは「老診療１」と、「診療１

特」とあるのは「老診１特」と、「療養病棟入院基本料及び有床診療所療養病床入院基本

料の場合は」とあるのは「老人特定入院基本料、療養病棟入院基本料及び有床診療所療養

病床入院基本料の場合は」と読み替えるものとする。



（40） その他

ケ 厚生労働大臣の定める選定療養第１０号の規定に基づく薬事法に規定する治験（機械器

具等に係るものに限る。）に係る診療報酬請求については、次に掲げる方法によること。

(ｲ) 「特記事項」欄に「材治 」と記載すること。器治

Ⅲ 歯科診療に係る診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領

第３ 歯科診療に係る診療報酬明細書の記載要領（様式第３）

２ 歯科診療に係る診療報酬明細書の記載要領に関する事項

(21) 「初診」欄について

イ 電子化加算を算定した場合は、初診料と当該加算を加算した合計点数を記載し、「摘

要」欄に 電 と表示すること。

イ 初診時において乳幼児加算、乳幼児時間外加算、乳幼児休日加算、乳幼児深夜加算、ウ

障害者加算又は初診時歯科診療導入加算を算定した場合は、該当文字を○で囲み、

「乳」、「乳・時間外」、「乳・休日」、「乳・深夜」、「障」又は「障導」の項に当

該加算点数を記載すること。

(22) 「再診」欄について

ケ 歯科疾患継続指導料の算定と併せて行なった歯周組織検査、初期齲蝕小窩裂溝填塞処

なお、置、スケーリング等を算定した場合には、所定の記載方法により記載すること。

スケーリングを行なった場合には、対象となった歯の部位を「摘要」欄に記載すること。

シ 歯科治療総合医療管理料を算定した場合には、「医管」の項に、点数を記載すること。

なお、算定に当たっては、主病に係る治療を行っている紹介元の保険医療機関の名称を

記載すること。「摘要」欄に

(24) 「Ｘ線・検査」欄について

カ 歯科疾患継続管理診断料を算定した場合には、「継管診」の項に、所定点数を記載し、

「摘要」欄に 歯科疾患総合指導料その旨及び歯科疾患継続管理診断料を算定した月日、

の一連の治療計画に基づく治療が終了した年月日を併せて記載すること。

(25) 「処置・手術」欄について

処 なお、算定に当たってア 齲蝕処置は「う 蝕」欄に所定点数及び回数を記載すること。

は、算定部位を「摘要」欄に記載すること。

イ 歯髄覆罩のうち、直接歯髄覆罩を行った場合は「覆罩」欄の左欄に、間接歯髄覆罩を

行った場合は右欄に、それぞれ所定点数及び回数を記載すること。なお、直接歯髄覆罩

を行なった場合においては、 直接歯髄覆罩を行な直接歯髄覆罩を行なった歯の部位及び

った年月日を「摘要」欄に記載すること。

ナ 「その他」欄について

(ｴ) 歯科訪問診療時に周辺装置加算を算定した場合は、エアータービン及びその周辺

装置は タービン と、歯科用電気エンジン及びその周辺装置は エンジン と表

示し、それぞれ点数及び回数を記載すること。

なお、同日に周辺装置を使用する歯冠修復又は欠損補綴を行った場合に、当該歯

冠修復又は欠損補綴が主たるものであるときは｢歯冠修復及び欠損補綴｣の｢その他｣

欄にのみ タービン 又は エンジン と記載するエア 若しくは 又は 電気

こと。



(27) 「歯冠修復及び欠損補綴」欄について

なお、再度の診断を行なったイ 補綴時診断料は「補診」欄に所定点数を記載すること。

場合は、算定年月日及び理由を「摘要」欄に記載すること。

キ 「歯冠形成」欄について

(ｴ) 齲蝕歯即時充填形成を行った場合は、「充形」の項に点数及び回数を記載するこ

また、継続的な歯科医学的な管理に係る加算については、「＋ ×」の項にそと。

の加算点数及び回数を記載すること。

(28) 全体の「その他」欄について

ウ 歯科訪問診療１又は２を算定した場合は、点数及び回数を記載すること。緊急、夜間

若しくは深夜加算、患家診療時間加算又は地域医療連携体制加算がある場合は、その旨、

当該加算を加算した点数及び回数を記載すること。なお、「摘要」欄には、訪問診療を

行った日付、開始した時刻及び終了した時刻、訪問先及び通院困難となった理由を記載

すること。また、複数の患者に歯科訪問診療２を算定した場合は、１人目の患者に限り

１人目 と記載すること。歯科訪問診療料１又は２の費用を算定できない場合であっ

ても、 訪問 診療を行なった日 、開始した時刻及び終了した時刻、訪問先並歯科 歯科 付時

びに通院困難となった理由をそれぞれ「摘要」欄に記載すること。

なお、特別歯科訪問診療料を算定する場合はその旨を記載し、「摘要」欄に滞在時間

を記載すること。同一月内に歯科訪問診療とそれ以外の外来分の診療がある場合には、

それぞれを明確に区分できるように「摘要」欄に記載すること。

(29) 「摘要」欄について

チ 歯科疾患継続指導料の算定を行った場合、前回の歯科疾患継続指導料の算定日を記載

歯科疾患継続管理診断料歯科疾患継続指導すること。ただし、初回の算定については、

の算定日を記載すること。料

ヘ メタルコアによる支台築造物を再装着した場合は、メタ コアを再装着した をル 旨部位

記載すること。

Ⅳ 調剤報酬請求書及び調剤報酬明細書に関する事項

第２ 調剤報酬明細書の記載要領（様式第５）

２ 調剤報酬明細書に関する事項

（23）「処方」欄について

ア 所定単位（内服薬（浸煎薬、湯薬及び一包化薬を除く。以下同じ。）及び一包化薬に

あっては１剤１日分、内服用滴剤、屯服薬、浸煎薬、湯薬、注射薬及び外用薬にあって

は１調剤分）ごとに調剤した医薬品名、用量（内服薬については、１日用量、内服用滴

及び投薬全剤、注射薬及び外用薬については、投薬全量、屯服薬については１回用量

）、剤形及び用法（外用薬については、省略して差し支えない。また、注射薬につい量

ては、以下の例により記載する。）を記載し、次の行との間を線で区切ること。

（34）「請求」欄及び「一部負担金額」欄について

イ 「一部負担金額」欄については、以下によること。

(ｳ) 「公費①」及び「公費②」の項には、それぞれ第１公費及び第２公費に係る調剤

券等に記入されている公費負担医療に係る患者の負担額（一部負担金の額が医療券



等に記載されている公費負担医療に係る患者の負担額を下回る場合は、１０円未満

の端数を四捨五入する前の一部負担金の額）を記載すること。なお、障害者自立支

援法による自立支援医療に係る患者の負担額については、１０円未満の端数を四捨

五入する前の一部負担金の額を記載すること。

ただし、医療保険と結核予防法又は障害者自立支援法との併用の場合には、当該

公費に係る患者負担額は「公費①」及び「公費②」の項には記載することを要しな

いこと。



別紙２

診療録等の記載上の注意事項

第２ 診療録等の記載上の注意事項（共通）

１ 「公費負担者番号」欄について

(３) ２種の公費負担医療が医療保険と併用される場合は、別添３「法別番号及び制度の略称

表」に示す法別番号順 により、先順位の公費負担医療を「第１公費」とし、後順位の順番

公費負担医療に係る分は右下部の該当欄（歯科診療録にあっては「備考」欄。以下同

じ。）に記載すること（以下右下部の該当欄に記載される公費負担医療を「第２公費」と

いう。）。

別添３

法別番号及び制度の略称表

（３）

区 分 法別番号 制度の略称

戦 傷 病 者 特 別 ○療養の給付（法第10条関係） １３ －

援 護 法 に よ る ○更生医療（法第20条関係） １４ －

原子爆弾被爆者に

対する援護に関 ○認定疾病医療（法第10条関係） １８ －

公 する法律による

感染症の予防及び

感染症の患者に対 ○新感染症の患者の入院(法第37条関係) ２９ －

する医療に関する

法律による

費 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等 ３０ －

に関する法律による医療の実施に係る医療の給付(法第81条関係)

○適正医療（法第34条関係） １０ （結34）

結核予防法による

○従業禁止、命令入所（法第35条関係） １１ （結35）

負

精神保健及び精神 ○措置入院（法第29条関係） ２０ （精29）

障害者福祉に関

する法律による

障害者自立支援法 ○精神通院医療（法第５条関係） ２１ （精神通院）

による



担 ○更生医療（法第５条関係） １５ －

○育成医療（法第５条関係） １６ －

麻薬及び向精神薬取締法による入院措置（法第58条の８関係） ２２ －

感染症の予防及び

医 感染症の患者に対 ○一類感染症等の患者の入院(法第37条関係) ２８ －

する医療に関する

法律による

児童福祉法による ○療育の給付（法第21条の９関係） １７ －

原子爆弾被爆者に

療 対する援護に関 ○一般疾病医療費（法第18条関係） １９ －

する法律による

母子保健法による養育医療（法第20条関係） ２３ －

特定疾患治療費、先天性血液凝固因子障害等治療費、水俣病総合

対策費の国庫補助による療養費及び研究治療費、茨城県神栖町に ５１ －

制 おける有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急措

置事業要綱による医療費及びメチル水銀の健康影響による治療研

究費

児童福祉法による小児慢性特定疾患治療研究事業に係る医療の給 ５２ －

付（法第21条の９の２関係）

度 児童福祉法の措置等に係る医療の給付 ５３ －

石綿による健康被害の救済に関する法律による医療費の支給（法 ６６ －

第４条関係）

生活保護法による医療扶助（法第15条関係） １２ （生保）

石綿による健康被害の救済に関する法律による医療費の支給（法 ６６ －

第４条関係）



（別紙３）

「老人訪問看護療養費・訪問看護療養費請求書等の記載要領について」の全部改正について

（別添２）

法別番号及び制度の略称表

（３）

区 分 法別番号 制度の略称

戦 傷 病 者 特 別 ○療養の給付（法第10条関係） １３ －

援 護 法 に よ る ○更生医療（法第20条関係） １４ －

原子爆弾被爆者に

対する援護に関 ○認定疾病医療（法第10条関係） １８ －

公 する法律による

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等 ３０ －

に関する法律による医療の実施に係る医療の給付(法第81条関係)

費

結核予防法による従業禁止、命令入所（法第35条関係） １１ （結35）

○精神通院医療（法第５条関係） ２１ （精神通院）

負 障害者自立支援法

による ○更生医療（法第５条関係） １５ －

○育成医療（法第５条関係） １６ －

担

原子爆弾被爆者に

対する援護に関 ○一般疾病医療費（法第18条関係） １９ －

する法律による

医

特定疾患治療費、先天性血液凝固因子障害等治療費、水俣病総合

対策費の国庫補助による療養費及び研究治療費、茨城県神栖町に ５１ －

おける有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急措

療 置事業要綱による医療費及びメチル水銀の健康影響による治療研

究費

児童福祉法による小児慢性特定疾患治療研究事業に係る医療の給 ５２ －

制 付（法第21条の９の２関係）

児童福祉法の措置等に係る医療の給付 ５３ －



石綿による健康被害の救済に関する法律による医療費の支給（法 ６６ －度

第４条関係）

生活保護法による医療扶助（法第15条関係） １２ （生保）

石綿による健康被害の救済に関する法律による医療費の支給（法 ６６ －

第４条関係）


